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様式(実績２)

令和４年度　債権処理計画（実績・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

目標達成率

全体比
C／B（％）

前年比
C／A（％）

全体比
D／B（％）

前年比
D／A（％）

D／C（％）

1,025,380 円 1,050,000 円 回収率 102.4 1,084,000 円 回収率 105.7 103.2
0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 0 円 整理率 0 円 整理率

0 件 0 件 整理率 0 件 整理率

1,025,380 円 7,096,596,295 円 1,050,000 円 処理率 0.0 102.4 1,084,000 円 処理率 0.0 105.7 103.2 484,145,901 円 7,579,658,196 円

0 件 43 件 0 件 処理率 0.0 0 件 処理率 0.0 1 件 44 件

0 円 0 円 回収率 0 円 回収率

0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 0 円 整理率 0 円 整理率

0 件 0 件 整理率 0 件 整理率

0 円 0 円 0 円 処理率 0 円 処理率 0 円 0 円

0 件 0 件 0 件 処理率 0 件 処理率 0 件 0 件

0 円 0 円 回収率 0 円 回収率

0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 42,877 円 整理率 0 円 整理率 0.0
0 件 1 件 整理率 0 件 整理率 0.0
0 円 42,877 円 42,877 円 処理率 100.0 0 円 処理率 0.0 0.0 0 円 42,877 円

0 件 1 件 1 件 処理率 100.0 0 件 処理率 0.0 0.0 0 件 1 件

1,025,380 円 1,050,000 円 回収率 102.4 1,084,000 円 回収率 105.7 103.2
0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 42,877 円 整理率 0 円 整理率 0.0
0 件 1 件 整理率 0 件 整理率 0.0

1,025,380 円 7,096,639,172 円 1,092,877 円 処理率 0.0 106.6 1,084,000 円 処理率 0.0 105.7 99.2 484,145,901 円 7,579,701,073 円

0 件 44 件 1 件 処理率 2.3 0 件 処理率 0.0 0.0 1 件 45 件

民法第７０２条「管理者の

費用償還請求権」に基づく

事務管理費用

産業廃棄物の不適正処理

に係る行政代執行費用

合計

回収対象

計

整理対象

私債権
整理対象

３－３
回収対象

計

３－２
回収対象

非強制徴収
公債権

整理対象

計

３－１
回収対象

強制徴収
公債権

整理対象

計

処理件数 処理件数 件数 件数

 D　実績（令和４年度末）
（４年度発生分を除く。）

E　４年度発生分
期末残高

F　令和４年度末
B－D＋E

主な債権

　１  部局長等名 環境生活部長

　２　取りまとめ担当課名 環境生活総務課

処理額 回収率・整理率 金額 金額

　３　令和４年度実績

債権の性格 種別

A　令和３年度
実績

B　当初
（令和３年度末）

 C　令和４年度　目　　標
（４年度発生分を除く。）

処理額 未済額 処理額 回収率・整理率

処理件数 未済件数
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様式(実績１)

令和４年度　債権処理計画（実績・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

目標達成率

全体比
C／B（％）

前年比
C／A（％）

全体比
D／B（％）

前年比
D／A（％）

D／C（％）

1,025,380 円 1,050,000 円 回収率 102.4 1,084,000 円 回収率 105.7 103.2

0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 0 円 整理率 0 円 整理率

0 件 0 件 整理率 0 件 整理率

1,025,380 円 7,096,596,295 円 1,050,000 円 処理率 0.0 102.4 1,084,000 円 処理率 0.0 105.7 103.2 484,145,901 円 7,579,658,196 円

0 件 43 件 0 件 処理率 0.0 0 件 処理率 0.0 1 件 44 件

計

９－１
回収対象

強制徴収
公債権

処理件数 件数 件数

整理対象

 D　実績（令和４年度末）
（４年度発生分を除く。）

E　４年度発生分
期末残高

F　令和４年度末
B－D＋E

処理額 未済額 処理額 回収率・整理率 処理額 回収率・整理率 金額 金額

　９　令和４年度実績

債権の性格 種別

A　令和３年度
実績

B　当初
（令和３年度末）

 C　令和４年度　目　　標
（４年度発生分を除く。）

 ４　滞納となった要因等

原因者の資力不足で措置命令による是正が不履行になっ
たことから行政代執行となっており、事業規模も大きいため
掛かった費用の請求に対して原因者の支払いに限度があ
るため。

８
　
取
組
成
果

処理件数 未済件数 処理件数

　令和４年度の債権回収については、原因者に対し誓約事項に基づいた分割納付の滞納がな
いよう面談等を通じた納付指導等により目標金額を達成しました。 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 廃棄物対策課

 １  債権名 産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執行費用
７
　
取
組
方
針

　行政代執行に要した費用は、国税滞納処分の例により徴収できることから、原因者の財産調
査を実施し、可能なものは差し押さえ等の強制徴収をしていき、分割納付中の滞納者について
は、納付指導により確実に納付させ、可能な限りの回収に努めていますが、未済額が増加傾向
にあります。
　そのような状況下で、原因者に対しては、「不適正処理は許さない」という、強い姿勢で面談等
を実施し、原因者の経済状況の変化を確実に把握しつつ、粘り強く納付指導を行い、分納額の
増額や、分納とは別に少額でも自主的な納付をさせることによって、少しでも債権回収に努めて
いきます。

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１９条の８の規定によ
り、原因者に代わって実施した、行政代執行に要した費用
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様式(実績１)

令和４年度　債権処理計画（実績・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

目標達成率

全体比
C／B（％）

前年比
C／A（％）

全体比
D／B（％）

前年比
D／A（％）

D／C（％）

0 円 0 円 回収率 0 円 回収率

0 件 0 件 回収率 0 件 回収率

0 円 42,877 円 整理率 0 円 整理率 0.0

0 件 1 件 整理率 0 件 整理率 0.0

0 円 42,877 円 42,877 円 処理率 100.0 0 円 処理率 0.0 0.0 0 円 42,877 円

0 件 1 件 1 件 処理率 100.0 0 件 処理率 0.0 0.0 0 件 1 件

計

整理対象

９－３
回収対象

私債権

処理件数 件数 件数

 D　実績（令和４年度末）
（４年度発生分を除く。）

E　４年度発生分
期末残高

F　令和４年度末
B－D＋E

処理額 未済額 処理額 回収率・整理率 処理額 回収率・整理率 金額 金額

　９　令和４年度実績

債権の性格 種別

A　令和３年度
実績

B　当初
（令和３年度末）

 C　令和４年度　目　　標
（４年度発生分を除く。）

 ４　滞納となった要因等
原因者は、平成27年1月に解散し、将来その事業を再
開する見込みがない状態であり、支払い能力を有して
いないため。 ８

　
取
組
成
果

処理件数 未済件数 処理件数

  　徴収停止時と状況に変化がないことを確認しています。 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 廃棄物対策課

 １  債権名
 民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」に
基づく事務管理費用

７
　
取
組
方
針

　令和元年度（令和２年３月２３日）に、三重県債権の管理及び私債権の徴収に関する条例
第11条第1号の規定による徴収停止の措置を採ったことから、３年経過後（令和５年３月２４
日以降）に、徴収停止事由に該当しているかどうか再確認した後、債権放棄を行う予定です。

 ２  債権の性格  私債権

 ３　債権の概要

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特
別措置法第２条第５項に定める事業者である原因者が多
気郡明和町地内に放棄していたポリ塩化ビフェニル廃棄物
等について、三重県が民法第６９７条「管理者の管理義務」
に定める事務管理を行った際に要した費用
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様式（目標２）

令和５年度　債権処理計画（目標・総括票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,084,000 円 回収率 100.0 1,084,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

7,579,658,196 円 1,084,000 円 処理率 0.0 100.0 1,084,000 円

44 件 0 件 処理率 0.0 0 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

0 円 0 円 処理率 0 円

0 件 0 件 処理率 0 件

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

42,877 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

42,877 円 42,877 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

1,084,000 円 回収率 100.0 1,084,000 円

0 件 回収率 0 件

42,877 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

7,579,701,073 円 1,126,877 円 処理率 0.0 104.0 1,084,000 円

45 件 1 件 処理率 2.2 0 件

　 ※　前年度に完済した債権は、現年度の債権処理計画（目標）を作成しないことから、Ｃ欄に含まれません。
     完済した債権を含む前年度の債権処理実績は、別冊「債権処理計画（実績）」でまとめています。

に基づく事務管理費用

　１  部局長等名 環境生活部長

　２　取りまとめ担当課名 環境生活総務課

　３　令和５年度目標

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ａ　令和４年度末
 Ｂ　令和５年度　目　　標
（５年度発生分を除く。）

Ｃ　令和５年度当初に存在する債
権にかかる令和４年度処理額

（４年度発生分を除く。)

処理件数 処理件数

３－１
回収

産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執行費用

強制徴収
公債権

主な債権

未済件数

債権の性格 種別

整理

計

３－２
回収

非強制徴収
公債権

整理

計

３－３
回収

民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」

私債権

計

整理

計

合計

回収

整理

m051047
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様式（目標１）

令和５年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

1,084,000 円 回収率 100.0 1,084,000 円

0 件 回収率 0 件

0 円 整理率 0 円

0 件 整理率 0 件

7,579,658,196 円 1,084,000 円 処理率 0.0 100.0 1,084,000 円

44 件 0 件 処理率 0.0 0 件

　行政代執行に要した費用は、国税滞納処分の例により徴収できることから、原因者
の財産調査を実施し、可能なものは差し押さえ等の強制徴収をしていき、分割納付中
の滞納者については、納付指導により確実に納付させ、可能な限りの回収に努めて
いますが、未済額が増加傾向にあります。
　そのような状況下で、原因者に対しては、「不適正処理は許さない」という、強い姿勢
で面談等を実施し、原因者の経済状況の変化を確実に把握しつつ、粘り強く納付指導
を行い、分納額の増額や、分納とは別に少額でも自主的な納付をさせることによって、
少しでも債権回収に努めていきます。
　なお、回収困難な債権については、執行停止の可否を検討し、当該債権の整理を進
めていきます。

７
取
組
方
針

 ４　滞納となった要因等
原因者の資力不足で措置命令による是正が不履行になったこと
から行政代執行となっており、事業規模も大きいため掛かった
費用の請求に対して原因者の支払いに限度があるため。

 ５  部局長等名 環境生活部長

 １  債権名 産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執行費用

 ２  債権の性格 強制徴収公債権

 ３　債権の概要
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１９条の８の規定によ
り、原因者に代わって実施した、行政代執行に要した費用

 ６  所管課等名 廃棄物対策課

　８　令和５年度目標

債権の性格 種別

Ａ　令和４年度末
 Ｂ　令和５年度　目　　標
（５年度発生分を除く。）

処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　令和５年度当初に存在する債
権にかかる令和４年度処理額

（４年度発生分を除く。)

８－１
回収

強制徴収
公債権

整理

備考

未済件数 処理件数

計

m051047
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様式（目標１）

令和５年度　債権処理計画（目標・個票）

滞　納　債　権　の　現　状

全体比
Ｂ／Ａ（％）

前年比
Ｂ／Ｃ（％）

0 円 回収率 0 円

0 件 回収率 0 件

42,877 円 整理率 0 円

1 件 整理率 0 件

42,877 円 42,877 円 処理率 100.0 0 円

1 件 1 件 処理率 100.0 0 件

 １  債権名
民法第７０２条「管理者の費用償還請求権」に
基づく事務管理費用

７
取
組
方
針

　令和元年度（令和２年３月２３日）に、三重県債権の管理及び私債権の徴収に関す
る条例第11条第1号の規定による徴収停止の措置を行ってから３年を経過したため、
整理を進めていきます。

 ２  債権の性格 私債権

 ３　債権の概要

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特
別措置法第２条第５項に定める事業者である原因者が多気
郡明和町地内に放棄していたポリ塩化ビフェニル廃棄物等
について、三重県が民法第６９７条「管理者の管理義務」に
定める事務管理を行った際に要した費用

 ４　滞納となった要因等
原因者は、平成27年1月に解散し、将来その事業を再
開する見込みがない状態であり、支払い能力を有して
いないため。

 ５  部局長等名 環境生活部長

 ６  所管課等名 廃棄物対策課

　８　令和５年度目標

債権の性格 種別

Ａ　令和４年度末
 Ｂ　令和５年度　目　　標
（５年度発生分を除く。）

処理件数

未済額 処理額 回収率・整理率 処理額

Ｃ　令和５年度当初に存在する債
権にかかる令和４年度処理額

（４年度発生分を除く。)
備考

未済件数 処理件数

８－３
回収

私債権
整理

計

m051047
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令和４年度 

歳入歳出決算 補充説明書 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 11月 

環境生活部 

  

資料２ 



 

1 

環境生活部の所管する令和４年度歳入歳出決算につきまして、お手元の 

「令和４年度三重県歳入歳出決算に関する説明書」により、ご説明申し上げます。 

 

【一般会計・歳入】 

 まず、一般会計の歳入決算について、ご説明申し上げます。 

予算現額      ９７億２,０２６万６,１００円 

調定額      １６７億５,１３０万８,１３５円 

収入済額      ９１億７,１６０万７,０６２円 

収入未済額     ７５億７,９７０万１,０７３円 

以下、項目ごとにご説明申し上げます。 

 

第８款 使用料及び手数料 

第１項 使用料 

第１目 総務使用料（46頁）のうち当部関係は、 

予算現額          ６,５２５万４,０００円 

調定額          ６,３９６万９,８７７円 

収入済額         ６,３９６万９,８７７円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

美術館観覧料 24,076,130円 

総合博物館観覧料 16,295,250円 

建物使用料 15,630,091円 

斎宮歴史博物館観覧料 5,835,590円 

 

第２項 手数料 

第１目 総務手数料（50頁）のうち当部関係は、 

予算現額         ２,１０２万１,０００円 

調定額          ３,１４５万９,１５０円 

収入済額         ３,１４５万９,１５０円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

旅券事務手数料 31,408,000円 
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第３目 衛生手数料（52頁）のうち当部関係は、 

予算現額       １億２,０２４万３,０００円 

調定額        １億２,１３１万５,０００円 

収入済額       １億２,１３１万５,０００円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

産業廃棄物処理業等許可申請手数料 111,776,000円 

自動車リサイクル法登録・許可等申請手数料 1,752,000円 

温泉掘さく許可手数料    1,746,000円 

浄化槽保守点検業者登録手数料 1,728,000円 

特定建築物清掃業者等登録手数料 1,520,000円 

フロン類充填回収業者等登録手数料 1,479,000円 

土砂埋立許可申請手数料 1,104,000円 

 

第９款 国庫支出金 

第２項 国庫補助金 

第１目 総務費補助金（78頁）のうち当部関係は、 

予算現額       ４億５,９４１万１,０００円 

調定額        ４億  ９１５万１,７９６円 

収入済額       ４億  ９１５万１,７９６円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

隣保館事業推進補助金 164,507,000円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 70,594,485円 

国宝重要文化財等防災施設整備費補助金 68,921,000円 

地方消費者行政強化交付金 29,908,485円 

文化芸術振興費補助金 22,010,000円 

性犯罪・性暴力被害者支援交付金 12,742,000円 

外国人受入環境整備交付金 10,000,000円 

地域女性活躍推進交付金 7,933,000円 

国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金 6,659,000円 

地方創生推進交付金 5,451,826円 

文化資源活用事業費補助金 4,878,000円 
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第３目 衛生費補助金（84頁）のうち当部関係は、 

予算現額      １５億７,９９２万２,０００円 

調定額       １２億６,２３５万９,７９９円 

収入済額      １２億６,２３５万９,７９９円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

生活基盤施設耐震化等交付金 945,786,000円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 252,408,080円 

地域環境保全対策費補助金 58,162,000円 

地方創生推進交付金 3,412,620円 

地方消費者行政強化交付金 2,573,099円 

 

第９目 教育費補助金（104頁）のうち当部関係は、 

予算現額      ３３億９,６８４万６,０００円 

調定額       ３４億２,０１５万７,９９９円 

収入済額      ３４億２,０１５万７,９９９円 

収入済額の内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

高等学校等就学支援金交付金 2,517,941,030円 

私立高等学校等経常費助成費補助金 743,873,000円 

私立専門学校授業料等減免補助金 56,968,300円 

高等学校等修学支援事業費補助金 49,014,748円 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 37,478,921円 

高等学校等就学支援金事務費交付金 14,882,000円 

 

 第３項 委託金 

第１目 総務費委託金（108頁）のうち当部関係は、 

予算現額         １,４０２万９,０００円 

調定額          １,２５６万６,０００円 

収入済額         １,２５６万６,０００円 

収入済額の内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

人権啓発活動等委託金 12,566,000円 

 

 

 

 

 



 

4 

  第３目 衛生費委託金（112頁）のうち当部関係は、 

予算現額         １,８４３万７,０００円 

調定額          １,５０１万   ４３円 

収入済額         １,５０１万   ４３円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

国民参加による気候変動情報収集・分析業務委託金 4,915,410円 

広域総合水質調査委託金 4,848,261円 

ＮＯｘ等総量削減計画目標達成状況等調査委託金 3,249,787円 

 

第 10款 財産収入 

第１項 財産運用収入 

第１目 財産貸付収入（120頁）のうち当部関係は、 

予算現額           ２９１万円 

調定額            ２９２万４,６２４円 

収入済額           ２９２万４,６２４円 

収入済額の内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

家屋貸下料 2,730,224円 

地所貸下料 194,400円 

 

第２目 利子及び配当金（120頁）のうち当部関係は、 

予算現額            ３３万８,０００円 

調定額             ３３万５,４８３円 

収入済額            ３３万５,４８３円 

これは、環境保全基金などの基金運用に伴う利子収入です。 

 

第２項 財産売払収入 

第２目 物品売払収入（120頁）のうち当部関係は、 

予算現額            ６３５万円 

調定額            ６４７万１,２００円 

収入済額           ６４７万１,２００円 

これは、総合博物館や美術館などにおける図録等の販売収入です。 
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第 11款 寄附金 

第１項 寄附金 

第２目 総務費寄附金（124頁）のうち当部関係は、 

予算現額           ５１０万４,０００円 

調定額             ５４５万５,６５４円 

収入済額            ５４５万５,６５４円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

文化振興費寄附金 4,920,000円 

 

第８目 衛生費寄附金（124頁）のうち当部関係は、 

予算現額           ２１５万３,０００円 

調定額             ２２１万３,０２８円 

収入済額            ２２１万３,０２８円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

環境保全基金寄附金 2,153,028円 

 

第 12款 繰入金 

第２項 基金繰入金 

第１目 基金繰入金（128頁）のうち当部関係は、 

予算現額       ４億６,７４８万８,０００円 

調定額        ４億１,４３７万１,５７６円 

収入済額       ４億１,４３７万１,５７６円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （細 節） 収 入 済 額 

環境保全基金繰入金 370,287,983円 

財政調整基金繰入金 19,836,773円 

文化振興基金繰入金 14,438,680円 

昭和学寮顕彰人材育成基金繰入金    9,725,140円 

 

第 13款 繰越金 

 第１項 繰越金 

第１目 繰越金（130頁）のうち当部関係は、 

予算現額          ２,３５４万４,１００円 

調定額          ２,３５４万４,１００円 

収入済額         ２,３５４万４,１００円 

これは、令和３年度からの繰越事業に充当したものです。 
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第 14款 諸収入 

 第５項 受託事業収入 

第４目 衛生関係受託事業収入（138頁）のうち当部関係は、 

予算現額           ３５６万３,０００円 

調定額            ３５５万７,３００円 

収入済額           ３５５万７,３００円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （細 節） 収 入 済 額 

四日市港内水準測量受託事業収入 3,007,300円 

 

第６項 収益事業収入 

第１目 宝くじ収入（142頁）のうち当部関係は、 

予算現額       １億８,８９８万９,０００円 

調定額        １億８,８９６万７,７１０円 

収入済額       １億８,８９６万７,７１０円 

これは、自治宝くじ収益金の配分によるものです。 

 

第８項 雑入 

第２目 雑入（142頁）のうち当部関係は、 

予算現額         ７,２６６万４,０００円 

調定額        ５億５,３３１万１,５１２円 

収入済額         ６,９１６万５,６１１円 

収入未済額      ４億８,４１４万５,９０１円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （細 節） 収 入 済 額 

国庫返還金等 43,362,342円 

雑入 18,991,296円 

自動販売機等光熱水費負担金 4,592,654円 

収入未済額は、産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執行経費等であり、 

債務者に求償いたしましたが、収納に至らなかったことによるものです。 

 

  第３目 過年度収入（146頁）のうち当部関係は、 

予算現額                  ０円 

調定額       ７０億９,６６３万９,１７２円 

収入済額           １０８万４,０００円 

収入未済額     ７０億９,５５５万５,１７２円 

収入未済額は、産業廃棄物の不適正処理に係る行政代執行経費等であり、 

債務者に求償いたしましたが、収納に至らなかったことによるものです。 
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 第５目 弁償金（146頁）のうち当部関係は、 

  予算現額                  ０円 

  調定額             ５２万７,１１２円 

  収入済額            ５２万７,１１２円 

 これは、公用車の追突事故に伴い、事故の相手方から受け入れた弁償金です。 

 

第 15款 県債 

第１項 県債 

 第１目 総務債（150頁）のうち当部関係は、 

予算現額       ５億９,９００万円 

調定額        ５億２,９００万円 

収入済額       ５億２,９００万円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

総合文化センター管理運営費充当  334,000,000円 

美術館費充当 83,000,000円 

斎宮歴史博物館費充当  54,000,000円 

総合博物館費充当  31,000,000円 

図書館費充当 18,000,000円 

 

  第３目 衛生債（154頁）のうち当部関係は、 

予算現額      ２６億７,３００万円 

調定額       ２５億８,８００万円 

収入済額      ２５億８,８００万円 

収入済額の主な内訳は次のとおりです。 

科     目  （節） 収 入 済 額 

産業廃棄物不法投棄対策事業費充当 2,458,000,000円 

環境試験研究管理費充当 47,000,000円 

 

 以上が、歳入の概要です。 
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【一般会計・歳出】 

 続きまして、歳出決算について、ご説明申し上げます。 

 環境生活部関係全体では、 

予算現額     ２０２億４,５０１万７,１００円 

支出済額     １９５億２,９５５万５,９９０円 

翌年度繰越額     ３億５,７３７万  ３８０円 

不用額        ３億５,８０９万  ７３０円 

以下、項目ごとにご説明申し上げます。 

 

第２款 総務費 

第５項 生活文化費（206頁）は、 

予算現額      ４７億２,４０２万２,０００円 

支出済額      ４５億４,５６７万６,３５７円 

翌年度繰越額       ６,８５６万２,１６０円 

不用額        １億  ９７８万３,４８３円 

 

  第１目 生活対策費（206頁）は、 

予算現額      １４億５,４９０万円 

支出済額      １４億３,２６０万５,１７０円 

不用額          ２,２２９万４,８３０円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

給与費 1,276,031,366円 人件費（151名分） 

ＮＰＯ活動支援事業費 61,021,374円 
みえ県民交流センターの管理運営

等 

企画調整費 26,365,021円 部内管理運営等 

性別に基づく暴力等への取組費 26,168,167円 
「みえ性暴力被害者支援センター

よりこ」の運営等 

政策・方針決定過程への女性の

参画費 
11,882,086円 

男女共同参画審議会の開催、ＬＧ

ＢＴ等の相談支援等 

男女共同参画に関する意識の普

及と教育の推進費 
16,926,712円 

男女共同参画センターの指定管理

料、コロナ禍における女性支援の

ための相談体制拡充等 

ＮＰＯ推進事業費 6,924,493円 法人認証等事務  

安全安心まちづくり事業費 3,927,278円 犯罪被害者等支援事業等 

職業生活等における女性活躍の

推進費 
3,358,673円 

女性が働きやすい職場環境づくり

に向けた効果的な取組に対する支

援 
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不用額の主なものは、「ＮＰＯ活動支援事業費」の災害ボランティア支援等の対象

となる大規模災害が発生しなかったことによる経費の執行残、「男女共同参画に関

する意識の普及と教育の推進費」の不安や困難を抱える女性を支援する相談業務に

係る委託料の執行残です。 

 

第２目 交通安全対策費（208頁）は、 

予算現額         ５,４３０万５,０００円 

支出済額         ５,１８８万２,８３１円 

不用額            ２４２万２,１６９円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

交通安全教育・学習推進事業費 39,355,000円 交通安全研修センターの管理運営 

交通安全運動展開事業費  4,118,888円 四季の交通安全運動等 

交通安全総合対策推進事業費 3,360,403円 交通事故相談等 

飲酒運転０をめざす推進運動事

業費 
3,076,871円 

飲酒運転根絶に向けた教育、普及

啓発、アルコール依存症に関する

受診義務通知事務等 

交通弱者の交通事故防止事業費  1,971,669円 高齢者の交通安全緊急対策等 

 

第３目 文化振興費（210頁）は、 

予算現額         ７,７８１万３,０００円 

支出済額         ７,１８７万９,２７２円 

不用額             ５９３万３,７２８円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

文化創造活動支援事業費 32,669,031円 
文化政策の推進、文化団体等の活動

再開支援事業等 

県史編さん事業費 22,019,510円 
「三重県史研究」の発行、歴史資料

の調査研究、保存・継承事業等 

特定歴史公文書等保存・利用事

業費 
 8,663,071円 特定歴史公文書等の保存・利用等 

多様な学びと文化による絆づく

り事業費 
8,444,660円 文化、歴史、美術体験の各種事業等 
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第４目 人権施策推進費（212頁）は、 

予算現額       ４億１,８２２万８,０００円 

支出済額       ３億７,９３４万１,４１３円 

翌年度繰越額       ２,９８４万７,０００円 

不用額            ９０３万９,５８７円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

人権が尊重されるまちづくりの

推進費 
279,720,393円 

人権施策総合推進事業、隣保館運営

費補助等 

人権センター管理運営費 53,426,072円 人権センター管理運営等 

人権センター啓発活動推進事業

費 
35,775,260円 人権啓発事業等 

人権擁護の推進費 10,419,688円 人権相談、調査・研究事業等 

翌年度繰越額は、「人権センター管理運営費」の 2,984万 7,000円で、人権センタ

ー照明設備ＬＥＤ化改修工事等について、半導体不足のため資材の調達が困難とな

ったことにより、年度内の完成が見込めなくなったものです。 

 

第６目 国際化対応費（214頁）は、 

予算現額       １億９,４９１万円 

支出済額       １億８,９７３万５,８１９円 

不用額            ５１７万４,１８１円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

国際交流活動の支援費  106,960,094円 
旅券発給事務、外国青年招致事業費

（ＪＥＴプログラム）等 

共生社会の形成費 70,571,166円 外国人住民等への支援等 

外国青年招致事業費（ＪＥＴ青

年特別人件費） 
12,204,559円 国際交流員（ＣＩＲ）３名の人件費 
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第７目 消費生活事業費（214頁）は、 

予算現額         ６,０７１万５,０００円 

支出済額         ５,１１３万１,７１９円 

不用額            ９５８万３,２８１円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

消費者啓発事業費 20,491,119円 消費者啓発、消費者教育事業等 

事業者指導・相談対応強化費 19,767,212円 
消費生活相談、事業者への法令指導

事業等 

消費生活総務費 10,873,388円 
消費生活対策審議会等の開催、市町

等への消費者行政推進補助事業等 

 

第８目 総合文化センター費（216頁）は、 

予算現額      １５億２,４５５万７,０００円 

支出済額      １４億５,８８９万２,６４８円 

翌年度繰越額       ３,８７１万５,１６０円 

不用額          ２,６９４万９,１９２円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

総合文化センター管理運営費   1,185,327,920円 
総合文化センターの管理運営、設

備保全、修繕等 

図書館費 193,105,728円 図書館の管理運営等 

文化会館事業費 70,758,000円 
文化会館での各種公演、活動事業

等 

生涯学習センター費 9,701,000円 生涯学習センターの管理運営等 

翌年度繰越額は、「総合文化センター管理運営費」の 3,871万 5,160円で、総合文

化センター受変電設備改修工事等について、半導体不足のため資材の調達が困難と

なったことにより、年度内の完成が見込めなくなったものです。また、不用額の主

なものは、「総合文化センター管理運営費」の施設保全等に係る修繕料の執行残です。 

 

第９目 博物館費（218頁）は、 

予算現額       ２億７,５２８万２,０００円 

支出済額       ２億７,４２４万３,９５０円 

不用額            １０３万８,０５０円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

総合博物館費 274,243,950円 
総合博物館の管理運営、各種展示事業

等 
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  第 10目 美術館費（220頁）は、 

予算現額       ４億１,８０２万４,０００円 

支出済額       ３億９,５１９万  ３４７円 

不用額          ２,２８３万３,６５３円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

美術館費 395,190,347円 美術館の管理運営、各種展示事業等 

  不用額の主なものは、美術館の施設保全等に係る工事請負費の執行残です。 

 

第 11目 斎宮歴史博物館費（222頁）は、 

予算現額       ２億４,５２８万８,０００円 

支出済額       ２億４,０７７万３,１８８円 

不用額            ４５１万４,８１２円 

支出済額の内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

斎宮歴史博物館費 226,448,526円 
斎宮歴史博物館の管理運営、各種展示

事業等 

斎宮跡保存対策費  14,324,662円 斎宮跡の学術発掘調査研究事業 

 

第４款 衛生費 

第６項 環境保全費（296頁）は、 

予算現額      ７２億７,５９２万９,１００円 

支出済額      ６７億７,５５５万５,９５２円 

翌年度繰越額     ２億８,４１５万２,２２０円 

不用額        ２億１,６２２万  ９２８円 
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  第１目 環境総務費（296頁）は、 

予算現額      １８億４,２７４万円 

支出済額      １８億３,８３９万７,３７８円 

不用額            ４３４万２,６２２円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

環境保全関係給与費 1,226,464,273円 人件費（150名分） 

環境保全総務費 568,638,850円 
部内管理運営費、環境保全基金積立金

等 

環境学習情報センター運営費 32,090,162円 環境学習情報センターの管理運営等 

環境総合情報システム運営費 6,252,399円 
ＨＰ「みえの環境」、総合情報システ

ムの維持管理等 

環境行動促進事業費 4,432,048円 
地球温暖化防止活動推進員の活動支

援事業等 

 

第２目 廃棄物対策費（298頁）は、 

予算現額      ３２億  ８１８万１,１００円 

支出済額      ３０億８,２８６万７,２２８円 

不用額        １億２,５３１万３,８７２円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

環境修復事業費 2,771,327,525円 
産業廃棄物の不適正処理に係る行政

代執行等 

資源循環システム構築事業費 111,293,767円 産業廃棄物抑制等補助事業等 

不法投棄等の未然防止・是正の

推進事業費 
70,010,237円 

不適正処理事案の早期発見・是正の

ため、支援システムを活用した監視・

指導等 

廃棄物適正処理推進事業費 44,264,279円 
廃棄物の適正処理を推進するための

指導やＰＣＢ廃棄物対策等 

産業廃棄物適正管理推進事業費 30,765,353円 
多量排出事業者の産業廃棄物処理計

画の策定指導等     

「ごみゼロ社会」実現推進事業

費 
27,388,424円 一般廃棄物処理実態調査等 

プラスチック及び食品ロスのス

マート利用促進事業費 
21,666,907円 

プラスチックのマテリアルリサイク

ルの促進及び食品ロスの削減対策の

推進等 
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不用額の主なものは、「環境修復事業費」の産業廃棄物の不適正処理に係る行政代

執行等に要した経費の執行残です。 

 

第３目 環境指導費（300頁）は、 

予算現額      ２０億９,５０９万４,０００円 

支出済額      １７億２,８４２万７,５５５円 

翌年度繰越額     ２億８,４１５万２,２２０円 

不用額          ８,２５１万４,２２５円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

水道指導監督費 990,208,814円 
市町水道施設の耐震化整備等にかか

る補助等 

脱炭素社会推進事業費   272,902,377円 

ミッションゼロ 2050 みえ推進チーム

の運営及び取組の実施、県庁舎等の電

気自動車専用充電設備の運営等 

観測調査費  127,689,987円 
テレメータシステムによる大気汚染

の常時監視等 

水道事業会計支出金 122,189,000円 企業庁水道事業会計への出資等 

水環境保全対策費 89,117,797円 
公共用水域及び地下水の常時監視、海

岸漂着物対策推進事業等 

生活排水対策費 73,036,468円 
浄化槽の設置にかかる補助及び各種

啓発事業の実施等 

ダイオキシン類等化学物質対

策推進事業費 
14,207,155円 

ダイオキシン類の環境調査や規制対

象工場への立入検査等 

地盤沈下対策費 12,088,510円 
地盤沈下の状況を把握するため水準

測量、地下水位の観測等 

地球温暖化対策普及事業費 8,511,425円 
県内の気候変動影響に関する情報の

収集・分析等 

大気環境保全対策費  8,499,014円 
規制対象工場への立入検査、光化学ス

モッグの緊急時対応等 
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翌年度繰越額は、「脱炭素社会推進事業費」の 2億 8,261万 2,220円で、省エ 

ネ性能の高い家電製品への買い替えを支援する事業について、キャンペーン期間 

を延長して実施するために繰り越したものと、「水道指導監督費」の 154万円で、 

市町に対する補助事業について、大雨により工事に使用する道路が被災し、その 

復旧に不測の日数を要したため、やむを得ず繰り越したものです。また、不用額 

の主なものは、「水環境保全対策費」の海岸漂着物等対策補助金等にかかる執行 

残、「観測調査費」の環境総合監視システム再構築業務及び大気汚染自動測定装 

置等購入に係る経費の執行残、「生活排水対策費」の浄化槽設置促進事業補助金 

の執行残です。 

 

  第６目 環境試験研究費（302頁）は、 

予算現額       １億２,９９１万４,０００円 

支出済額       １億２,５８６万３,７９１円 

不用額            ４０５万  ２０９円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

環境試験研究管理費 112,136,774円 
保健環境研究所の管理運営、検査分析

機器の維持、整備等 

資源循環技術開発費 11,963,763円 

不法投棄等現場における迅速安全性確

認事業やリサイクル材の環境リスク評

価に関する調査研究等 
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第 10款 教育費 

第８項 私学振興費 

第１目 私学振興費（470頁）は、 

予算現額      ８２億４,５０６万６,０００円 

支出済額      ８２億  ８３２万３,６８１円 

翌年度繰越額         ４６５万６,０００円 

不用額          ３,２０８万６,３１９円 

支出済額の主な内訳は次のとおりです。 

細  事  業  名 支 出 済 額 主な事業内容 

私立高等学校等振興補助金 5,055,007,945円 
私立小・中・中等・高等学校の教育に係

る経常的経費等に対する助成 

私立高等学校等就学支援金

交付事業費 
2,536,834,998円 

私立高等学校等における生徒等の授業

料に要する経費に対する助成 

私立特別支援学校振興補助

金 
223,834,446円 

私立特別支援学校の教育に係る経常的

経費に対する助成 

私立高等学校等教育費負担

軽減事業費 
162,994,883円 

私立高校生等奨学給付金や私立高等学

校等における授業料の減免に要する経

費に対する助成 

私立専門学校授業料等減免

補助金 
113,985,750円 

私立専門学校における授業料等の減免

に要する経費に対する助成 

私立専修学校振興補助金 56,538,398円 
私立専修学校の教育に係る経常的経費

に対する助成 

翌年度繰越額は、「私立学校振興費」の 465万 6,000円で、私立の小学校、中学

校、特別支援学校等の送迎用バスの子ども置き去り防止を支援する安全装置の導

入促進に係る補助金について、国の補助対象となる安全装置のリスト公表が令和

５年１月下旬となったことにより、年度内の完了が見込めなくなったものです。

また、不用額の主なものは、「三重県私立学校物価高騰対策支援補助金」、「私立高

等学校等就学支援金交付事業費」及び「私立高等学校等振興補助金」で、いずれ

も補助金の執行残です。 

 

以上で、環境生活部関係の令和４年度歳入歳出決算の概要説明を終わらせてい 

ただきます。 


